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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

ザンビア共和国（以下、「ザ」国と記す）では、近年の良好な経済発展により、電力需要が

毎年３～４％の割合で増加している。「ザ」国政府は貧困削減を意図した国家目標として 2030

年までに地方電化率を現在の２％から 50％に、都市部電化率を 48％から 90％にすることを目

指しており、増加する需要を満たすための更なる電源開発、全国の電化率向上のための送配電

網整備が急務となっている。〔地方電化については、現在日本政府の支援により地方電化マス

タープラン（Rural Electrification Master Plan：REMP）を策定－2008 年１月完成（以下、「REMP
報告書」と記す）〕 

新規電源開発を検討するにあたっては、現在「ザ」国の電源の 94％が水力発電によるもので

あるが、想定される水力発電ポテンシャルに対し、約 30％しか開発できていないことから、水

力を中心とした最適電源開発が想定される。 

一方、同国が属する南部アフリカ地域では域内電力融通を通じて電力需給を満たす構想とし

てパワープール構想が南部アフリカパワープール（Southern African Power Pool：SAPP）により

提唱されており、「ザ」国は同連合の主要メンバーとなっており、実際近隣国との電力融通を

既に始めている。 

上記背景から、「ザ」国政府は、国内および南部アフリカ地域の安定的電力供給の達成に資

するべく、最適電源開発計画、送電システム開発計画、国際電力融通計画の３つを柱とした電

力発マスタープラン策定のための開発調査を日本政府に要請した。 

 

１－２ 調査の目的 

（１）「ザ」国の最新の電力開発政策、新規電源開発計画、送電網計画、国際電力貿易計画に

関する情報を収集し、実施機関の業務実施体制について確認する。 

（２）（１）に関連し、急増する電力消費の中心となっている鉱業セクターに関する電力需要、

今後の電力供給状況について確認する。 

（３）他ドナーの電力セクターに対する最新の援助動向について把握する。 

（４）今後の電源開発の中心となることが期待される大規模水力発電所（Kariba、Kafuge）の

増設のポテンシャルについて、現場視察を通じて確認する。 

（５）以上、（１）～（４）の情報をもとに、先方と本格調査のスコープについて協議する。 

 

１－３ 調査団員 

氏 名 分 野 所 属 
派遣期間 

（Dep. – Arr.） 

押山 和範 団長／総括 JICA 経済開発部管理グループ長 2 月 24 日-3 月 8 日 

実川 幸司 調査企画 JICA 経済開発部電力チーム 2 月 24 日-3 月 8 日 

大嶋 一成 電力開発計画 個人コンサルタント 2 月 24 日-3 月 8 日 
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１－４ 調査日程 

NO. Date Activities（AM） Activities（PM） Stay 

１ 2/24(Sun)  成田→香港  

２ 2/25(Mon) 
 13:50 ルサカ着 

JICA ザンビア事務所打ち合わせ 

ルサカ 

３ 
2/26(Tue) エネルギー・水資源省（MEWD）、国

営電力送配電公社（ZESCO）合同協議

在ザンビア日本大使館表敬 ルサカ 

４ 

2/27(Wed) 他ドナー協議（世銀、SIDA ほか） 

電力規制局（ERB）協議 

アフリカ開発銀行協議 

・地方電化円借款 SAPROF 調査団協議 

・ZESCO 個別協議 

ルサカ 

５ 
2/28(Thu) 現場視察（Kafue George 水力発電所、

Kafue Gorge 研修センター） 

・鉱業開発省（MMMD）協議 

・ZESCO 個別協議 

ルサカ 

６ 
2/29(Fri) 民間投資推進室（OPPPI）協議 

現場視察（Kariba 水力発電所） 

Chilundu One Stop Border Post 視察 ルサカ 

７ 3/1(Sat) 書類整理 書類整理 ルサカ 

８ 3/2(Sun) 書類整理 書類整理 ルサカ 

９ 3/3(Mon) MEWD、ZESCO M/M 協議 同左 ルサカ 

10 3/4(Tue) M/M 署名 JICA ザンビア事務所報告 ルサカ 

11 3/5(Wed) 
 ルサカ→ヨハネスブルク ヨ ハ ネ ス

ブルク 

12 3/6(Thu) 
ESKOM 協議、日系関連企業訪問 （JICA 南アフリカ事務所協議） ヨ ハ ネ ス

ブルク 

13 3/7(Fri) IFC 協議 13：10 ヨハネスブルク発  

14 3/8(Sat) 香港着 成田着  

 

１－５ 対処方針 

 以下の（１）から（４）に示す各項目について、先方関係機関との協議、現地調査により確

認し、先方政府との合意内容を協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）にまとめ、署名交換を

行う。 

 

（１）基本計画の確認 

・先方の最新の国家開発計画、エネルギー政策および本電力開発マスタープランの政策的

位置づけについて先方からのヒアリングおよび関連資料の収集により確認する。 

・新規電源開発（新設および既設のアップグレード）および送配電延伸計画の進行状況、

同新設計画のロードマップの有無について確認する。 

 

（２）国際電力融通計画についての確認 

・従来 SAPP により、「ザ」国の予備電力は近隣国へ輸出され、渇水時期など緊急時には近

隣国からの電力輸入が行われていたが、南アフリカをはじめとした近隣国の電力需給の

逼迫により、国内需要を優先する傾向にあることが指摘されているなかで、国際電力融

通政策の今後のあり方について確認する。 

 

（３）他ドナーの支援方針の確認 

・世銀を中心に他ドナーの電力分野に対する支援は、地方電化や地方部における再生可能
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エネルギーの開発などが中心であったが、経済性の高い大規模発電所への支援要請につ

いても「ザ」国財務大臣から言及があったことから、他ドナーの今後の援助方針につい

て変更がないか、また、大規模電源開発等への支援の可能性について確認する。 

 

（４）新規電源開発を進めるにあたっての民間投資の環境整備についての確認 

・新規電源開発の一部にインドの民間資本が投資に関心を示している模様であるが、「ザ」

国政府において、新規電源開発への独立系発電事業者（Independent Power Producer：IPP）
の参入促進戦略、今後の展望について確認する。 

 

（５）鉱業セクターの電力需要についての確認 

・近年まで「ザ」国は数百 MW の電力予備力が存在していたが、鉱業セクターの電力消費

の急増が見込まれ、今後電力を輸入に頼ることが懸念されているため、今後の鉱業セク

ターの電力供給体制について、関係機関のヒアリングを通じて確認する。 

 

（６）現場視察（大規模水力発電所） 

・「ザ」国の電力需要の大半を融通している二大発電所である（Kariba、Kafue）の視察を

通じて、増設やリハビリ、同水系での新設等、開発ポテンシャルについて確認する。 

 

（７）本格調査内容の確認 

上記（１）～（６）までの調査結果に基づき、本格調査を実施する場合の調査内容につ

いて、以下の点について協議する。 

・調査実施の目的（本格調査におけるプロジェクト目標、期待される成果） 

・調査内容（調査範囲、調査項目など） 
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第２章 協議結果の概要 
 

２－１ 主な協議結果 

 関係機関との協議、現地調査を通じて、本格調査の必要性、本格調査を実施する場合の調査

範囲について先方政府と確認し、M/Mとして合意を得た。主な協議結果について以下に示す。 

 

 ２－１－１ マスタープラン策定の必要性について 

「ザ」国は、90年代初頭、2015年までの電力開発政策に関するマスタープランを策定以来、

包括的なマスタープランの策定を行っていない。一方、同マスタープランも電力を取り巻く

内外の環境の変化に対する内容となっておらず、意味を持たないものとなってしまっている。

よって、今回要請のあったマスタープランの策定は時宜を得たものと確認できた。また、策

定にあたっては電力にかかわる様々な要素（民間投資や鉱業セクターの動向など）を含んだ

実施可能性の高いものとすることが確認された。 

 

 ２－１－２ 新規電源開発の必要性について 

「ザ」国の電源構成の90％以上が水力発電であり、水力の開発ポテンシャルは高いにもか

かわらず、ここ20年以上新規電源開発が行われていない。また、「ザ」国政府は今日の電力

需要の逼迫を予測しておらず、そのためこれまで既存施設の一時的なリハビリを通じて電力

の安定供給を図ろうとしてきた。一方、今回の現場視察を通じて、将来の需要に対しては既

存施設のみでは対処不可能ということが明確になったことから、電力不足の抜本的解消にあ

たっては、新規電源開発を含めた総合的な開発が必要であることが確認された。 

 

 ２－１－３ 電源開発における民間投資促進の動向 

今後は民間投資による電源開発もさらに増えることが予想されていることから、電力料金

政策とあわせ、電源開発における民間投資促進についてもマスタープランのスコープに含め

ることを先方と合意した。 

 

 ２－１－４ 鉱業セクターの最新動向把握 

鉱業生産にとっても近年の電力不足は深刻な事態となっている。そこで鉱業開発省

（Ministry of Mines and Minerals Development：MMMD）は一部電源の燃料となりうる資源鉱

区を民間資本に解放し、電源開発と資源採掘をパッケージとして投資促進を行う方策をとる

など、鉱業セクター自身も電力不足解消に努めようとしていることが確認された。マスター

プラン策定にあたっては、今後の電力需要の多くを占めることになる鉱業セクターの最新動

向を把握し、鉱業セクターとの連携による電源開発を視野に入れることは不可欠であること

から、電力分野における鉱業セクターの影響分析と今後のあり方の検討についてマスタープ

ランのスコープに含めることを先方と合意した。 

 

 ２－１－５ 他ドナーとの情報共有とマスタープラン実施後の協調融資の検討 

日本がマスタープラン策定支援を行うことについて、他ドナーからも概ね歓迎され、調査

の進捗・結果についての情報共有を行ってほしいとの要望を得た。日本側としてもマスター
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プラン策定後、新規電源開発等への他ドナーの協力、円借款との協調融資を求めていく必要

があることから、「ザ」国政府とともにマスタープラン策定調査の段階から他ドナーへの情

報開示を前もって行い、早い段階から連携協力を働きかけていくことを先方と合意した。 

 

 ２－１－６ 南部アフリカ域内各国との電力融通の必要性について 

「ザ」国は多くの近隣諸国と国境を接していることから、域内での電力貿易の活性化を通

じて「ザ」国の電力の安定供給を目指す必要性について先方と確認し、域内電力融通のあり

方をマスタープランのスコープとすることに合意し、マスタープラン策定調査時には調査団

が近隣国へのヒアリング等を通じて情報収集を行うことを確認した。 

 

２－２ 調査団長所感 

（１）今回の調査を通じて「ザ」国における電力開発マスタープラン策定の意義は非常に高い

ことを実感した。現在国内に深刻な電力不足を引き起こしてしまっていることを考えれば、

もっと早い時点での見直しが必要であったといえる。当調査団に先立ち「ザ」国入りして

いたIMFの調査団は、2008年２月28日のプレスステートメントで「『ザ』国の電力事情は深

刻な状態に陥っている」との見解を示した。実際に日々の新聞等の報道において電力不足

に関連する記事が絶えず、政府とザンビア国営電力送配電公社（Zambia Electricity Supply 
Corporation Limited：ZESCO）の対応の遅れやZESCOの非効率性を批判する記事が多く目

につく。また、電力不足問題は「ザ」国国内だけで顕在化しているのではなく、南部アフ

リカ地域の共通の問題となっており、「ザ」国を含む域内全体の経済発展の深刻な足かせ

となっている。 

 

（２）本電力開発マスタープランに関しては、「ザ」国政府関係者のみならず、今回協議を行

った世銀、スウェーデン国際開発協力庁（Swedish International Development Cooperation 
Agency：SIDA）、アフリカ開発銀行等からも大きな期待が寄せられていることを肌で感じ

た。現行のマスタープランは90年代に策定されたものであり、昨今の南部アフリカの電力

融通の状況や「ザ」国を取り巻く経済環境の加速的変化を踏まえた内容になっておらず、

その実用性はほとんどなくなっている状態である。本マスタープランの策定においては地

方電化計画マスタープランで蓄積した情報と人脈を十分に活用し、迅速な調査を心がける

べきである。また、必要な人材を集中的に投入することで、調査期間を短縮することも検

討すべきである。 

 

（３）「ザ」国政府からの要請内容のとおり、新規電源開発計画、送電網開発計画、国際電力

融通計画を大きな三本の柱としてマスタープランを策定することは適当であることが確

認できた。特に国際電力融通の観点からは、「ザ」国が地理的にもSAPPメンバー諸国の中

央に位置しており、東部アフリカパワープール（Eastern Africa Power Pool：EAPP）にも隣

接している点で、当該国の電源開発計画や送電網開発計画がSAPP全体に及ぼす影響は大で

ある。また、「ザ」国の水力発電のポテンシャルを踏まえ、同国が周辺国の電力供給の基

地としての位置づけを自覚し、今後積極的に電力開発を行うシナリオを考えることは有意

義である。 
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（４）電力開発にかかる民間の動きも活発である。MMMDでは炭鉱の再開発と火力発電所のパ

ッケージ開発に関する民間の投資を呼びかけており、既に複数の会社から具体的な提案を

もって関心表明が出ている。電力に関する民間投資については、民間投資推進室（Office for 
Promoting Private Power Investment：OPPPI）が全体を取りまとめており、組織体制が弱体

なのが気になるところであるが、それなりに機能している様子である。民間の投資と公的

資金はいずれも必要と考えており、案件の経済性により双方をうまく使い分けるとのこと

であった。マスタープラン策定にあたってはOPPPIとの情報交換を密にし、民間サイドの

素早い動きをしっかり把握する必要がある。 

 

（５）JICAと他のドナーとの連携に関しては、毎月のCP（Cooperation Partners：CP）会合等を

通じて情報交換を行う体制ができていることを確認した。本マスタープランの実施におい

ては、その進捗状況につき、要所ごとに「ザ」国政府とCPの間で情報を共有し、それぞれ

が担うべき役割を早い時点で仕分けすることが重要である。また、電源開発等に伴う巨額

の融資に関しては、どの機関も単独で担える金額ではなく、世銀、アフリカ開発銀行とも

に国際協力銀行（Japan Bank for International Cooperation：JBIC）あるいは新JICAとの協調

融資を前向きに考えていることを確認した。他方、重い課題を課せられて貧困削減等のプ

ログラムを実施してきた結果、国内の貧困の状況は改善どころか以前より深刻さを増して

いるという最近の調査結果から、「ザ」国内の一部には、IMF・世銀の排除論があることも

視野に入れておく必要があろう。 

 

（６）最近、財務大臣が「地方電化プロジェクトへの国際機関等からの融資を望まない」と発

言したことで、世銀や他の援助機関、JBICにも波紋が広がっている。この発言自体、貧困

削減の観点から地方電化を重要課題と位置づけてきた政府の政策と相容れないものであ

るが、今回の調査ではその真意を測るには到らなかった。債務削減の事態に陥った苦い経

験から、経済性の低い貧困削減関連案件ではなく、より経済性の高い案件を優先させると

のメッセージと解釈するが、中長期的には地方電化の案件と新たな電源開発等の案件を組

み合わせるなどして、うまくバランスをとりつつ進める工夫が求められる。 
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第３章 「ザ」国電力セクター基本情報 
 

 「ザ」国における電力セクターの現状については、JICAが実施した「REMP報告書」に詳述

されているので、ここでは主に同報告書から関連部分を引用する。 

 

３－１ 社会経済状況 

「REMP報告書」によれば、「ザ」国における人口約1,100万人のうち、およそ70％が貧困層

に分類されている（2004年時点）。教育水準をみると、未就学率約27％、最高学歴が小学校卒

約50％、中学校卒約11％と、中等教育以下の教育しか受けられない人々が全体の約90％を占

めていることも、貧困の事実を裏付けている。2006年時点の人口は約1,200万人（2007年世銀調

べ）となっている。 

国民一人当たり総所得（GNI）は、US$490（2005年世銀調べ）である。 

最近の「ザ」国経済は銅の国際価格が上昇したことによる好調期を迎え、2006年には、経済

成長率６％を達成している（世銀調べ）。 

2005年４月には、重債務貧困国（Heavily Indebted Poor Country：HIPC）完了時点到達に伴い、

我が国をはじめとしたドナー国・機関が対外債務救済（約US$60億）を行い、「ザ」国の対外

債務は著しく減少した。 

しかしながら、同国政府の財政事情は依然厳しく、また、最近の国際原油価格上昇は「ザ」

国経済にとって大きな懸念材料となっている。 

 

３－２ 電力需給体制 

（１）電力需要 

「ザ」国における電力需要は1990年代にはほぼ一定で推移したが、2000年代に至り鉱業

部門の業績が回復しはじめたことを契機として国内の総電力消費量は急増している。 

  １）国内需要 

最新（2005～2006年）の電力卸売実績（表３－１参照）によると、地域別では首都圏

のルサカ地域で1,885GWh／年と国内需要全体の約22％を占める卸売電力量を示してお

り、コッパーベルト州がこれに次ぐ約900GWh／年、南部地域と北部地域がほぼ同量で

770GWh／年前後の需要を示している。最も大口の需要先は銅鉱業事業者への託送を担

うコッパーベルトエネルギー会社（Copperbelt Electric Company：CEC）で、3,809GWh
／年と圧倒的な需要を示していて、国内需要全体（国外への売電分は除いて約

8,421GWh／年）の45％強を占める実績を示している。 

一方、全国レベルで業種別（民生、公共需要を除く）の電力消費量（表３－２参照）

をみると、サービス業（1,997GWh／年）、製造業（611GWh／年）、鉱業・採石（186GWh
／年）の順となるが、北部地域に限定してみると、サービス業（197GWh／年）、鉱業・

採石（161GWh／年）、製造業（71GWh／年）の順となっていて、北部地域における鉱

業セクターの需要が占める割合の大きいことが特徴的である。 

同期における業種別の全国年間消費電力量は約3,516GWh／年で、直前期（2004～

2005年）の3,520GWh／年を若干下回る程度となっている（以上、「ZESCO Annual Report 
2005-2006」より）。 
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また、「ZESCO Annual Report 2005-2006」には、送・配電ロスは3.61％（送電ロス）、

並びに18.8％（配電ロス）と報告されている。 

 

表３－１ ZESCOの電力卸売実績（2005-2006年） 

仕 向 先 
卸売電力量

（MWh） 
備    考 

コッパーベルト州 900,415

北部地域 764,772

ルサカ地域 1,885,265

地

域

別 

南部地域 779,148

CEC 3,809,433大

口 Kansanshi Mine 281,625

合  計 8,420,658
出典 「ZESCO Anuual Report 2005-2006」から転記 

 

表３－２ 業種別電力消費実績（2005-2006年） 

業 種 別 
ルサカ地域

（MWh） 

南部地域

（MWh） 

コッパー 

ベルト地域

（MWh） 

北部地域

（MWh） 

合  計

（MWh） 

農  業 74,158.0 54,249.3 26,433.0 2,904.1 157,744

建 設 業 2,226.0 1,093.6 2,757.7 15,126.1 21,203

エネルギー・水供給 12,730.1 5,418.1 756.9 7,296.1 26,201

金融・不動産業 55,514.9 14,424.3 26,815.7 30,067.3 126,822

その他 62,878.6 24,187.4 36,486.6 118,713.5 242,266

製造業 217,132.3 224,611.4 97,582.3 71,242.5 610,569

鉱業・採石業 897.1 12,288.1 11,639.9 160,857.8 185,683

サービス業 989,865.1 268,388.5 542,120.4 196,951.8 1,997,326

商  業 12,866.6 39,418.6 33,835.4 29,324.4 115,445

運 輸 業 8,339.9 4,921.3 4,155.6 15,090.9 32,508

合  計 1,436,609 649,001 782,584 647,575 3,515,767
出典 「ZESCO Anuual Report 2005-2006」より抜粋。端数処理の関係で合計が合わない場合がある。 

 

  ２）国外需要 

「ザ」国と隣国との電力融通は、DR Congo（Société Nationale d'Electricité：SNEL）、

南アフリカ（Eskom Enterprises：ESKOM）、ジンバブエ〔ZESA Holdings（Pvt）Limited：
ZESA〕、マラウイ（ESCOM）等との間で行われている。この中で、2005年度に電力輸

出の相手先となったのは、ESKOM（151GWh）とZESA（114GWh）の二社のみで、電力



－9－ 

輸入の相手先となったのは、ESKOM（183GWh）、ZESA（5.3GWh）およびESCOM
（6.3GWh）の三社であった。SNELとは、ZESA（463GWh）とESKOM（811GWh）向け

の託送（受入れ1,295GWh、送出1,274GWh）のみが実施された（表３－３参照）。 

 

表３－３ ZESCOの電力融通実績（2005年度） 

（単位：MWH） 

相 手 先 SNEL ESKOM ZESA ESCOM 合  計 

種  別 （DR Congo） （南ア）  （ジンバブエ）（マラウイ） （MWh） 

輸  入 0 183,216 5,310 6,271 194,797

輸  出 0 150,810 113,900 0 264,710

差し引き 0 32,406 -108,590 6,271 -69,913
出典 「ZESCO Anuual Report 2005-2006」から転記 

 

（２）電力供給 

「ザ」国における電力の供給能力は、ZESCO（３箇所の水力発電所に設備容量1,668MW
等を保有。リハビリにより1,818MWに増強される予定）、CEC（４箇所の非常用ガスター

ビン発電所計80MWを保有）およびIPPであるルンセンファ水力会社（２箇所の小水力発電

所に設備容量38MWを保有）の三社により、総計1,936MWの供給能力を有している。CEC
は、ZESCOから「ザ」国総電力需要の約半分を占める卸売り電力を受けて銅鉱業事業者に

託送する事業を行っている。 

このほかに、小水力発電23.7MW並びにディーゼル発電6.8MWをZESCOが所有してい

る（以上、「ZESCO Annual Report 2005-2006」より）ほか、国内２番目のIPPであるZengamina 
Power社により2007年７月に運開したZengamina小水力発電所の出力0.7MWを電源とする

独立グリッドがある（「REMP報告書」より）が、電力供給のほぼ100％が水力で賄われて

いるということになる。 

 

３－３ 送変電設備状況 

「REMP報告書」によれば、ZESCO保有の送変電設備の現状は図３－１（全体配置）並びに

表３－４（送電設備）および表３－５（変電設備）に示すとおりである。 

図表に見るように、「ザ」国の送電系統は国土中央部を南北に貫く幹線を主として、北方で

はコンゴ民主共和国並びにタンザニアの送電系統と、南方ではナミビアおよびジンバブエの

送電系統と連系してSAPPの一部として各国との電力融通を行っている。 

 



 

－
1
0
－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
出典 「REMP」報告書

図３－１ ZESCO の送電網 
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表３－４（１） ZESCO保有の送電設備（2006年６月現在） 

送電圧

（KV） 
区   間 導体材質 回線数

距 離

（km） 

亘 長

（km）

330 Kabwe－Pensulo 2×ACSR381 1  300  300 

 Kabwe－Luano 2×ACSR381 2  252  504 

 Kabwe－Kitwe 2×ACSR381 2  212  424 

 Kariba North－Leopards Hill 2×ACSR381 2  123  246 

 Leopards Hill－Kabwe 2×ACSR381 3  97  291 

 Kafue West－Lusaka West 2×ACSR381 1  42  42 

 Leopards Hill－Kafue West 2×ACSR381 1  53  53 

 Kafue Gorge－Leopards Hill 2×ACSR381 2  47  94 

 Kafue Gorge－Kafue West 2×ACSR381 1  42  42 

 Kitwe－Luano 2×ACSR381 1  40  40 

 Kafue Town－Kafue West 2×ACSR381 1  3  3 

 Kariba North－Zimbabwe Border 2×ACSR381 2  1  2 

小 計   2,041 
220 Muzuma－Kafue Town 1×ACSR381 1  189  189 

 Victoria Falls－Muzuma 1×ACSR381 1  159  159 

小 計   348 

132 Lusiwasi－Msoro 1×ACSR158 1  115  115 

 Leopards Hill－Coventry 1×ACSR100 1  29  29 

 Lusaka West－Roma 1×ACSR158 1  20  20 

 Roma－Leopards Hill 1×ACSR158 1  26  26 

 Lusaka West－Coventry 1×ACSR158 1  11  11 

小 計   201 

88 Leopards Hill－Kafue Town 1×ACSR158 1  62  62 

 Kapiri－Mpongwe 1×ACSR158 1  96  96 

 Figtree－Kabwe 1×ACSR158 1  56  56 

 Leopards Hill－Figtree 1×ACSR158 1  55  55 

 Leopards Hill－Chirundu 1×ACSR100 1  80  80 

 Napundwe－Mumbwa 1×ACSR100 1  90  90 

 Kafue Town－Napundwe 1×ACSR100 1  46  46 

 Leopards Hill－Water Works 1×ACSR100 1  22  22 

 Kafue Town－Mazabuka 1×ACSR100 1  40  40 

 Muzuma－Maamba 1×ACSR100 1  30  30 

 Kabwe Step Down－Kapiri Mposhi 1×ACSR100 1  98  98 

 Leopards Hill－Mapepe 1×ACSR158 1  29  29 

 Leopards Hill－Coventry 1×ACSR100 1  28  28 

 Kabwe Step Down－Kabwe Town 1×ACSR100 1  24  24 

 Kafue Town－Mapepe 1×ACSR158 1  33  33 

小 計   520 

出典 「REMP」報告書 
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表３－４（２） ZESCO保有の送電設備（2006年６月現在） 

送電圧

（KV） 
区   間 導体材質 回線数

距 離

（km） 

亘 長

（km）

66 Katima Mulilo－Senanga 1×ACSR100 1 212 212

 Kasama－Mpika 1×ACSR158 1 211 211

 Liano－Solwezi 1×ACSR131 1 189 189

 Chinsali－Mpika 1×ACSR158 1 179 179

 Kasama－Mbala 1×ACSR158 1 161 161

 Kawanbwa－Mporokoso 1×ACSR158 1 142 142

 Chambasitu Tee－Luwingu 1×ACSR158 1 123 123

 Lusiwasi－Msoro 1×ACSR158 1 115 115

 Kazungula－Sesheke 1×ACSR100 1 108 108

 Isoka－Nakonde 1×ACSR158 1 107 107

 Mongu－Senanga 1×ACSR100 1 105 105

 Lubishi－Luwingu 1×ACSR158 1 100 100

 Chilonga－Mununga 1×ACSR158 1 100 100

 Lusiwasi－Pensulo 1×ACSR158 1 90 90

 Chinsali－Isoka 1×ACSR158 1 82 82

 Chipata－Msoro 1×ACSR100 1 80 80

 Victoria Falls－Kazungula 1×ACSR100 1 80 80

 Pensulo－Mununga 1×ACSR158 1 75 75

 Chambasitu Tee－Kawambwa 1×ACSR158 1 71 71

 Kasama－Lubushi 1×ACSR158 1 70 70

 Kalabo－Mongu 1×ACSR100 1 66 66

 Msoro－Mfuwe 1×ACSR100 1 65 65

 Msoro－Azele 1×ACSR100 1 55 55

 Lusiwasi－Kaombe 1×ACSR158 1 50 50

 Pensulo－Serenje 1×ACSR158 1 43 43

 Musonda Falls－Chambasitu Tee 1×ACSR158 1 40 40

 Chisimba Falls－Kasama 1×ACSR100 1 30 30

 Mpika－Chilonga 1×ACSR158 1 22 22

 Kanona－Kaombe 1×ACSR158 1 21 21

 Kanona－Chinese Rd. 1×ACSR158 1 19 19

 Sesheke－Katima Mulilo 1×ACSR100 1 8 8

 Pensulo－Chinese Rd. 1×ACSR158 1 1 1

 Mongu－Kaoma 1×ACSR158 1 195 195

小 計   3,015
出典 「REMP」報告書 
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表３－５ ZESCO保有の変電設備（2006年６月現在） 

変電所名 
容 量

（MVA）

電圧比

（kV/kV）

2×125 330／132 Leopards Hill 

  2×90 330／88 

1×60 330／88 Kafue Town 

  2×60 220／88 

Kabwe 2×60 330／88 

6×120 330／220 Kitwe 

  6×60 220／66 

Liano 4×120 330／220 

Pensulo 2×60 330／66 

出典 「REMP」報告書 

 

３－４ 電力価格体系 

電力規制局（Electricity Regulation Board：ERB）によると、「ザ」国では2008年１月に平均

20％前後の電気料金値上げを実施したとのこと（表３－６参照）。 

さらに、2008～2010年の３年間で表３－７に示す率の値上げ実施を予定している。 

 

表３－６ 電気料金（2008年１月施行、税別） 

旧料金 新料金 
区 分 内       容 

（ZMK) (US￠）※１） （ZMK) (US￠）※１） 

値上率 

（％） 

1 メーター未設置家庭用料金    

   L１：容量２アンペア以下 （K／月） 4,911 （132.7） 廃止  

   L２：容量２～１５アンペア （K／月） 17,770 （480.3） 廃止  

2 メーター設置家庭用料金（容量15kVA）   

   R１：使用量100kWh以下 （K／kWh） 70 （1.9） 77 （2.1） 10.0

   R２：使用量101～400kWh （K／kWh） 100 （2.7） 127 （3.4） 27.0

   R３：使用量400kWh超 （K／kWh） 163 （4.4） 207 （5.6） 27.0

   固定料金 （K／月） 5,845 （158.0） 7,411 （200.3） 26.8

 プリペイド料金 （K／kWh） 111 （3.0） 141 （3.8） 27.0

3 商用料金（容量15kVA）   

   C１：使用量700kWh以下 （K／kWh） 163 （4.4） 165 （4.5） 1.2

   固定料金 （K／月） 29,227 （789.9） 29,607 （800.2） 1.3

4 公共サービス用料金※２）   

   従量料金 （K／kWh） 135 （3.6） 144 （3.9） 6.7

   固定料金 （K／月） 23,382 （631.9） 24,972 （674.9） 6.8
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5 最大需要（ＭＤ）料金   

 MD１：（16～300kVA）    

   最大需要           （K／kVA／kWh） 6,943 （187.6） 8,068 （218.1） 16.2

   従量料金 （K／kWh） 100 （2.7） 116 （3.1） 16.0

   固定料金 （K／月） 68,002 （1,837.9） 79,018 （2,135.6） 16.2

 MD２：（301～2,000kVA）    

   最大需要            （K／kVA／kWh） 12,990 （351.1） 15,094 （407.9） 16.2

   従量料金 （K／kWh） 85 （2.3） 99 （2.7） 16.5

   固定料金 （K／月） 136,003 （3,675.8） 158,035 （4,271.2） 16.2

 MD３：（2,001～7,500kVA）    

   最大需要           （K／kVA／kWh） 19,587 （529.4） 24,973 （674.9） 27.5

   従量料金 （K／kWh） 63 （1.7） 80 （2.2） 27.0

   固定料金 （K／月） 272,006 （7,351.5） 346,808 （9,373.2） 27.5

 MD４：（7,500kVA超）    

   最大需要           （K／kVA／kWh） 19,696 （532.3） 25,112 （678.7） 27.5

   従量料金 （K／kWh） 52 （1.4） 66 （1.8） 26.9

   固定料金 （K／月） 544,012 （14,703.0） 693,615 （18,746.4） 27.5

注 ※１）料金の括弧内は、ZMKをUS￠に換算した値（１US$＝ZMK3,700） 

※２）学校、病院、孤児院、教会、揚水ポンプ、街灯等 

出典 ENERGY REGULATION BOARD DECISION ON ZESCO LIMITED'S PROPOSAL TO ELECTRICITY TARIFFS 
（MULTI YEAR-2007/8-2009/10), 2007/12, ERB 

 

表３－７ ERBによる電気料金値上げプラン 

西暦年 

用途 
2008 2009 2010 値上率計 

住宅用 26.8％ 16.6％ 11.9％ 65％ 

商 用 1.3％ 0.3％ 2.0％ 2％ 

公共サービス 6.8％ 1.9％ 1.9％ 11％ 

小規模動力 16.2％ 5.5％ 4.5％ 28％ 

大規模動力 27.5％ 16.6％ 2.2％ 52％ 

注 値上率計は、2007年時点を基にした累計値上げ率を示す。 

 

３－５ 国際送電網 

「ザ」国における電力国際連系の現状は、概略以下のとおりである（図３－１参照）。 

 

対コンゴ民主共和国：Micheloにて 220kV（２回線目を建設中、2008年完成予定） 

対ナミビア：Katima Mulioにて 220kV 

対タンザニア：Mbalaにて 66kV 

対マラウイ：Chipataにて 66kV 

対ジンバブエ：Kariba北－Kariba南間に330kV２回線 
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第４章 「ザ」国電力開発計画と関連政策 
 

４－１ 新規電源開発計画 

「ザ」国は南アフリカ地域に包蔵される水資源の３分の２を有しているといわれ、包蔵水力

はグリッド接続を意識した 100MW以上のものだけで 6,000MW超を擁していると見積もられて

いる（表４－１参照）。 

 

表４－１ 「ザ」国における水力ポテンシャル（2007） 

Master Plan'96（MP'96） Rural Elec.M/P（REMP）
可能出力 Firm./Avrg. 可能出力 Firm./Avrg. 水 系 名 地 点 名 

（MW） （GWh/yr） （MW） （GWh/yr）

Kafue Kafue Gorge Lower 600 2,420 / 3,480 750  

 Itezhi-tezhi 80 540 / 640 120  

Zambezi Kariba North Ext. 300 0 / - 360  

 Mpata Gorge 320 - / 1,600 （1,200）  

 Devil's Gorge 800 4,250 / - 1,600  

 Batoka Gorge 800 3,800 / 4,300 1,600  

 Ext. Victoria Falls n.a. n.a. （140）  

Luapula Mumbotuta Falls 301  

 Mambilima Falls 
850 4,800 / -

326  

 Kalungwishi 114 400 / - 218  

    

 小 計 3,864 （MW） 6,615 （MW） 

注 可能出力 100MW 以上のものを計上 

「REMP」を参照した括弧内の数値は、｢地方電化マスタープラン開発調査プロジェクト形成調査お

よび予備調査報告書（2006 年３月）｣に依った。 

出典 “MP'96”：MEWB“REMP”：JICA 

 

これらを考慮した ZESCO による新規電源開発計画は、表４－２に示すとおりである。 
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表４－２ ZESCO による電源開発計画（2007） 

水 系 名 発 電 所 名 
出力増

（MW）

運開

予定
種 別 備    考 

Kafue Kafue Gorge   90 2008 リハビリ
１～４号機リハビリ済み。５、６号機リ

ハビリ中 

 Kafue Gorge Lower  750 2011 新 設  

 Itezhi-tezhi  120 2009 新 設  

Zambezi Kariba North  120 2009 リハビリ
１、２号機リハビリ済み。３、４号機リ

ハビリ中 

 Kariba North Ext.   180 2009 拡 張 １基増設 

Luapula Kalungwishi  220 2015 新 設  

その他 小水力４箇所 59.75 2015 リハビリ  

 小 計 1,540 （MW）  

出典 ｢REMP｣報告書 

 

これら電源開発計画の完了時点では、現状保有の設備容量 1,730MW（ZESCO 保有のディー

ゼル発電機を除く、Zengamina 社保有の小水力発電 0.7MW を含む）に上記の約 1,540MW が加

えられ、設備容量計 3,270MW の水力発電施設を有することになる。 

 一方、可能出力ベースで年次ごとの需給バランスをみると、表４－３に示すとおりであ

る。 

 

表４－３ 電力需給バランス見通し 

年 度 2006 2010 2015 2020 2030 備    考 

最大電力需要（MW） 1,404 1,818 2,108 2,448 3,295  

年増加率（％） － 6.7 3.0 3.0 3.0  

設備容量（MW） 1,423 1,932 2,962 3,102 3,729 2006 年は可能出力ベース 

年増加率（％） － 7.9 8.9 0.9 1.9  

設備余力（MW） 19 114 854 654 434  

余裕率（％） 1.4 6.3 40.5 26.7 13.2  

注 １．設備容量は、出力可能容量を計上。ディーゼル発電は除く。 

２．2015～2020 年の設備容量の増加分は、Victoria Falls Ext.（140MW）を想定した。 

３．2020～2030 年の設備容量の増加分は、Mumbotuta Falls（301MW）、Mambilima Falls（326MW）の２地点を想

定した。 

出典 ｢REMP｣報告書ほか 
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４－２ 新規送配電網延伸計画 

ZESCO による送電設備の拡張計画概要は表４－４および図３－１に示すとおりである。 

なお、送電設備拡張計画に伴う変電設備の拡充計画は未策定である。 

 

表４－４ ZESCO の送電系統拡張計画 

送電圧（KV） 区   間 共用開始年 回線数 備 考 

330 Kansanshi－Lumwana 2007 1 新設 

 Pensulo－Kasama 2009 2 新設 

 Kasama－（Tanzania）  2009 2 新設 

 Kafue Town－Muzuma 2010 1 昇圧 

 Muzuma－Victoria Falls 2010 1 昇圧 

 Victoria Falls－Katima Mulilo 2010 1 昇圧 

 Katima Mulilo－（Namibia）  2010 1 昇圧 

 Muzuma－Itezhi Tezhi 2010 1 昇圧 

 Victoria Falls－（Zimbabwe）  2010 1 新設 

 Lumwana－（DR Congo）  2010 1 新設 

 Kabwe－Pensulo 2011 1 ２回線目 

 Pensulo－Lusiwasi 2020 1 新設 

 Lusiwasi－Msoro 2020 1 新設 

 Msoro－（Malwi）  2030 1 新設 

220 Victoria Falls－Katima Mulilo 2006 1 新設 

 Katima Mulilo－（Namibia）  2006 1 新設 

 Luano－Michelo 2008 1 ２回線目 

 Michelo－（DR Congo）  2008 1 ２回線目 

 Muzuma－Itezhi Tezhi 2009 1 新設 

132 Katima Mulilo－Senanga 2008 1 昇圧 

 Senanga－Mongu 2008 1 昇圧 

 Leopards Hill－Chirundu 2030 1 新設 

66 Serenje－Mkushi 2007 1 新設 

 Kasempa－Mufumbwe 2008 1 新設 

 Mongu－Lukulu 2020 1 新設 

 Lukulu－Kabonpo 2020 1 新設 

 Lukulu－Zambezi 2020 1 新設 

 Zambezi－Chavuma 2020 1 新設 

 Lumwana－Mwinilunga 2030 1 新設 

出典 「REMP」報告書 
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４－３ 国際電力融通計画 

ZESCO による国際電力融通計画の概要は次のとおりである（図３－１参照）。 

 

対コンゴ民主共和国：Lumwana から 330kV 計画中（2010 年完成予定） 

対ナミビア：Katima Mulio から 220kV２回線目を計画中（2009 年完成予定）、330kV に昇圧

を計画中（2010 年完成予定） 

対タンザニア：Kasama から 330kV 計画中（2009 年完成予定） 

対マラウイ：Msoro に 330kV 計画中（2009 年完成予定） 

対ジンバブエ：Victoria Falls から 330kV 計画中（2010 年完成予定） 

 

４－４ 民間投資促進策 

OPPPI での聴取によれば、「ザ」国電力セクターにおいて民間投資（海外直接投資を含む）

に対する法制面での優遇措置等は特に実施されていないが、参入規制を行っているわけでも

ない。また、電源開発計画等の実施に際しては、基本的には一般公募としているほかにも、

民間デベロッパーからの自発的プロポーザルも受け付けているとの説明であった。 
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第５章 他ドナーの協力状況 
 

５－１ 他ドナーによる電力セクターへの協力概要 

（１）電力セクターへの他ドナーによる支援はバイ、マルチともにここ10年くらい継続的に実

施されている。「ザ」国は2006年12月に2030年までに中進国入りを目指すためのロードマ

ップであるThe National Long Term Vision 2030を国会で可決し、持続的な経済成長を通じ

た国家運営を行うことを内外にアピールした。電力セクターは本Visionを具現化する意味

でも今後重要な分野となることは明らかである。近年のドナーの支援状況を表５－１に示

す。 

 

表５－１ ドナー支援状況 

ドナー名 プロジェクト名 
供与額 

（US$M）
「ザ」国側実施機関 協力期間 備考 

世界銀行（WB） Increased Access to 
Electric Services（IAES）

16.5 

（ローン

12含む）

地方電化庁（REA） 2002-07  

スウェーデン国

際開発庁

（SIDA） 

技術支援（ERBキャパシ

ティ・ビルディング、電

力需要・料金体系/電力

市場自由化調査） 

2.5 電力規制局（ERB） 2008-10  

SIDA 技術支援（REAキャパシ

ティ・ビルディング） 

2.5 REA 2006-09  

SIDA 技術支援（政策策定支

援） 

3.5 エネルギー・水資源

省（MEWD） 

2008-10  

SIDA Kafue Gorge Power 
Station Rehabilitation  

4 国営電力送配電公社

（ZESCO） 

1998-2009  

SIDA Kafue Gorge Regional 
Training Center拡充支援

（女性技術者育成支援、

研修用機材供与） 

 ZESCO 2007-10  

欧州連合（EU） IAES 14 REA  WBプロジェ

ク ト へ の 協

調融資 

UNDP 技術支援（再生可能エネ

ルギー開発戦略策定） 

1    

UNIDO Renewable Energy for 
Isolated Grids 

3.0  

 

  

国際金融公社

（IFC） 

Kafue Gorge Lower 
Power Station投資促進

支援 

 エネルギー・水資源

省民間 投資推進 室

（OPPPI） 

  

2008年３月11日付CP会合資料より作成 
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表５－１からも明らかなとおり、他ドナーの支援は地方電化の推進や既存発電設備のリ

ハビリなどの電力設備の拡充などのハードの支援から、電力行政機関のキャパシティ・ビ

ルディングなどのソフト分野への支援など様々である。ここ数年は国際的な流れを受けて

電力市場の自由化や新規電源開発における民間投資促進策、エネルギー安全保障／環境対

策に資する再生可能エネルギー戦略などの政策分野にも支援が拡大している。 

近年は特にドナー間の協調により援助効果向上を図るべく定期的に先方政府（MEWD）

を巻き込みながらドナー会合を行っているようであるが、2008年２月に実施されたCP
（Cooperative Partner）会合にて図５－１のとおり４つの分野への支援を今後戦略的に行っ

ていくことを確認した。 

本戦略の決定には、Vision2030を具現化するためのアクションプランである第５次国家

開発計画（Fifth National Development Plan：NDP）を支援するためドナー間で合意された

共同支援戦略（Joint Assistance Strategy for Zambia：JASZ）のフレームワークに基づく効

率的な援助を拡充していきたいというドナー側の決意が背景にあると思われる。 

今回要請のあった「ザ」国電力開発マスタープランの策定は、本戦略に沿うものである

が、今後も他ドナー間と情報をシェアしながら、余計な重複が生じずにドナー間の援助効

率向上を図りながら、「ザ」国政府が掲げる国家開発目標を早期に達成するための支援につ

ながるよう配慮する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ ドナー間の合意事項：４つの戦略 

The National Long Term Vision 2030  
(Vision 2030) 

 
                             

Joint Assistance Strategy for Zambia  
(JASZ) 

電源開発 
・ 資金確保 
・ 民間投資促進 

燃料供給計画 
・ 最適供給計画策定 
・ 税制体系 

エネルギー政策 
・ 料金政策 
・ 省エネ推進 
・ 需要予測 

再生可能エネルギー 
・ 戦略策定 
・ 組織・制度設計 
・ PPP 推進 
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 最後に代表的なドナーの協力を以下に紹介したい。 

 

（２）代表的なドナーの協力 

  １）世界銀行：Increased Access to Electricity Services（IAES） 

表５－１で示したとおり、世銀は「ザ」国の地方部および都市近郊の世帯電化率向上

を目的に資金援助を地方電化庁（Rural Electrification Authority：REA）、MWEDを通じて行

っている。本プロジェクトは①配電網の延伸、②独立電源（ミニグリッド）の確保、③

太陽光パネルの設置、などの方法によって電化率の向上を目指しつつ、ERBとともに省

エネの推進、デマンドサイドマネージメント手法の導入などのソフト支援を通じて、関

係機関のキャパシティ・ビルディングを併せて行っている。 

現在（2008年３月）、世銀はIAESプロジェクトの第２フェーズへの資金援助を開始す

るべく検討中で、エネルギー分野への支援を含めた総合的な支援戦略である国別援助戦

略（Country Assistance Strategy：CAS）について、現在「ザ」国政府と交渉中である。 

  ２）SIDA 

SIDAは、様々な機関をカウンターパート（Counterpart：C/P）として、実施機関のキャ

パシティ・ビルディング支援、技術者の養成といったソフト支援および既存施設のリハ

ビリなどのハード支援を行っており、本分野における代表的なドナーといえる。事実、

本セクターのCP会合においてドナー間の総合調整など中心的な役割を果たす幹事役で

あるリードドナーを世銀とともに務めている。 

SIDAがキャパシティ・ビルディング支援を行っているKafue Regional Training Center
支援プロジェクトはZESCOの下部機関であるが、SIDAの継続的な支援もあって、現在

は独立採算に近い形で研修事業を運営している。本調査団が訪問した際も南部アフリカ

各国の電力事業（行政）関係者の研修が実施されており、今後、「ザ」国国内のみなら

ずアフリカ域内への技術協力拠点としての機能も期待される。 

  ３）IFC：Kafue Gorge Lower Power Station 民間投資促進支援 

経済成長に伴う今後の電力需要の増加が予想されるため、「ザ」国政府は水力を中心

に発電所の増設を計画していることは第４章で既に述べたとおりであるが、その計画の

一つであるKafue Gorge Lower Power Station建設計画は民間投資によって開発を行うこ

とが検討されている。近年は新興国（インド、中国）などの企業も入札への参加が期待

されることから、入札手順が複雑になり、結果的に開発に時間を要してしまうデメリッ

トが指摘されている。このようなデメリットをなくすべく、IFCはあらゆる投資家にも

受け入れられる効果的なフィージビリティ調査（Feasibility Study：F/S）の実施促進、

その後の入札手順の簡素化の提案などのアドバイザリーサービスを行っている。IFCは

本建設計画プロジェクトのF/S費用の一部も併せて負担している。 
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第６章 期待される本格調査の概要 
 

６－１ 調査目的 

当マスタープラン調査は、「ザ」国並びに隣接諸国における電力逼迫状況に鑑み、より短期

間の調査期間でより実現可能性の高いマスタープランの策定を行い、直ちに実施調査に引き継

ぐことができるような調査成果を提示することを目的とする。その際、当該「ザ」国に豊富に

存すると見込まれる水力ポテンシャルを最大限に活用することを念頭に置きつつ、「最適電源

開発計画」「送電システム開発計画」および「国際電力融通計画」の３点を柱とする電力開発

マスタープランを策定することを目指すものとする。 

 

６－２ 調査内容・項目 

当マスタープラン調査では、以下に示す作業項目を中心に実施することでより実現可能性の

高いマスタープランの策定ができると考える。 

特に、現地並びに近隣諸国における電力逼迫状況に鑑みて、今回本格調査は単にマスタープ

ランで終えるのではなく、直ちに実施調査に引き継ぐことができるような調査成果とする必要

があり、この点を強く意識した調査計画の立案と成果の提示が望まれる。 

 

＜マスタープラン調査時の想定作業項目＞ 

 

１．基礎データの収集・整理、関連調査 

（１）データ収集 

・既往調査成果（関連各種） 

・需要予測 

・電力供給システム（含電源）開発計画（現行および将来） 

・ZESCO 保有データ（含料金体系） 

・環境関連データ（関連法規） 

（２）基礎情報の確認 

・水文、地形・地質データ 

・グリッド接続を考慮した水力ポテンシャル地点 

（３）水力ポテンシャルの確認 

・既往調査成果に基づく水力ポテンシャルの確認 

・有望地点へのサイトレコン（可能設備容量 P≧100MW） 着手後１～２ヶ月 

 インセプションミッション

（４）需給バランスの確認 

・国内需要を対象とした将来需給バランスの確認 

 

２．国際電力融通計画の検討 

・国際連系を念頭にした関係各国の訪問調査 

・国際連系を含む将来需給バランスの確認 

 

３．鉱業セクターの電力需給に与える影響調査 

・将来需給に対し鉱業セクターが与える影響の調査（スタディ） 
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４．民間投資、海外資本導入の推進 

・促進策／戦略の確認（スタディ） 

 

５．最適プランの検討 

（１）GIS マップの統合整理 

・電力供給システム向け GIS データの更新（地方電化マスタープランにて作成したも

のをベース） 

・GIS データベースへの取り込み・更新と GIS マップの更新 

（２）需要予測 

・国際連系を考慮した目標年次ごと（５年ごとまたは 10 年ごと）の需要予測 

（３）代替案の検討 

・電源種別（水力、火力ほか）・運開時期を含む代替案の検討 着手後４ヶ月 

 プログレスレポート 

（４）系統解析 

・国際連系を含む目標年次ごと（５年ごとまたは 10 年ごと）の系統解析（PSS/E 使用）

・系統計画の再検討 

（５）コスト試算 

・候補代替案の基本設計（上記代替案の中から２～３案選び実施） 

・候補代替案の概算費用算出（２～３案に対しプレ F/S レベルを実施） 

（６）最小費用解析 着手後８ヶ月 

・年次別系統計画を考慮した、最小費用電源開発計画検討 インテリムミッション 

（７）電源開発長期計画の提案 

・上に得られた結果をもとに、2030 年までの長期計画を立案・提案する。 

 

６．マスタープランの作成 

・料金体系の改定、国際電力融通を視野に入れた電源開発・系統整備マスタープラ 

ンを作成する。 着手後 10 ヶ月 

 ファイナルミッション 

 

７．ワークショップ 

・インセプション、インテリム、ファイナルの報告時にワークショップを実施する。 

必要に応じ、適宜追加のワークショップを実施する。 

 

６－３ 本格調査実施時における留意点 

今回マスタープラン調査は、先方政府要望が２年間での成果提出を求めているが、当地の電

力逼迫状況に鑑みて、調査期間を極力短縮し、速やかに実施調査につなげることができる成果

とする必要がある。この観点から、当マスタープラン調査は着手から 12 ヶ月程度の期間でプ

レ F/S レベルの成果を提示することを目処として実施するものとし、そのため、並行実施できる

調査は極力並行実施とする方向で進めるべきものと考える。特に、国際連系に関しての隣国で

のヒアリング調査あるいは代替案に対するプレ F/S レベルの検討作業などは、複数チームによ

り並行実施するなどの配慮が、調査期間短縮の観点から不可欠と思われる。 

 



 

 

－
2
4
－

表６－１ 調査行程表（試案） 
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（エネルギー・水資源省宛） 
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JAPAN INTERNATIONAL COOPERATION AGENCY 
(JICA) 

Plan Organization :  QUESTIONNAIRE / 
INFORMATION REQUIRED Ref. No:  

Issue Date:  
PROJECT NAME: 
The project formulation study for Power System Development 
Master Plan in Zambia 

 
Revision Date:  

No. Questionnaire / Information Required Reply Remarks 
 

－
4
6
－

9 Do you have any perspective on future power demand 
in Mining sector? 

   Yes／No →  also to Mst. Mng. 
and CEC 

10 Is there any vision and strategy to collaborate with 
Southern African Power Pool (SAPP)?  
How often do you communicate with SAPP secretariat? 

 also to ZESCO 

11 Is there any pipelined project which contributes to 
SAPP?  

 also to ZESCO, Donors 

 



（ZESCO 宛） 
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JAPAN INTERNATIONAL COOPERATION AGENCY 
(JICA) 

Plan Organization :  QUESTIONNAIRE / 
INFORMATION REQUIRED Ref. No:  

Issue Date:  
PROJECT NAME: 
The project formulation study for Power System Development 
Master Plan in Zambia 

 
Revision Date:  

No. Questionnaire / Information Required Reply Remarks 
 

－
4
7
－

 Power Development in General  

1 Do you have a Road Map to achieve the target rate of 
access to electricity in the year 2030 (50% in whole, 
90% in urban area)?  What is your strategy? 
Do you have any Power development Master Plan for 
the future? 

   Yes／No → also to MEWD 

2 Are you considering any reformation on your tariff 
charging system?  If any, When and How? 

   Yes／No → also to MEWD 

3 Availability of topographical maps 
(S=1:250,000, 1:50,000, 1:25,000 for the whole nation) 

   Yes／No → also to MEWD 

4 Availability of report on hydro-potential study    Yes／No → also to MEWD 

5 Generation capacity of newly developed power source 
(to be connected to national grid) shall be G.E. 100MW.

   Yes／No → also to MEWD 

6 Is there any vision and strategy to collaborate with 
Southern African Power Pool (SAPP)?  
How often do you communicate with SAPP secretariat?

 →also to MWED 

7   → 
 



（民間投資促進室宛） 
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JAPAN INTERNATIONAL COOPERATION AGENCY 
(JICA) 

Plan Organization :  QUESTIONNAIRE / 
INFORMATION REQUIRED Ref. No:  

Issue Date:  
PROJECT NAME: 
The project formulation study for Power System Development 
Master Plan in Zambia 

 
Revision Date:  

No. Questionnaire / Information Required Reply Remarks 
 

－
4
8
－

 Private Investment Promotion  

1 What is your promotion plan/strategy for Private 
Investment? 

    → also to MEWD 

2 How do you evaluate recent announcement by Minister 
of Finance in Zambia? (We understand Minister has 
less-prioritized rural electrification? 

 →also to Donors 

3 How do you evaluate activities by emerging donors 
such as China and India and activities by private 
sectors in emerging countries? 

 →also to Donors 

4 Are there any pipelined projects by private finances?  → 

5   → 

6   → 

7   → 
 



（鉱業開発省宛） 
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JAPAN INTERNATIONAL COOPERATION AGENCY 
(JICA) 

Plan Organization :  QUESTIONNAIRE / 
INFORMATION REQUIRED Ref. No:  

Issue Date:  
PROJECT NAME: 
The project formulation study for Power System Development 
Master Plan in Zambia 

 
Revision Date:  

No. Questionnaire / Information Required Reply Remarks 
 

－
4
9
－

 Power Demand Perspective  

1 Availability of geological maps (Hard/Soft Copy) 
(S=1:500,000, 1:250,000 for the whole nation) 

   Yes／No → also to MEWD 

2 Do you have any perspective on future power demand 
in Mining sector?  What is your projection? 

   Yes／No → also to MEWD 

3 Are there any voices from developers in mining sector 
for power industry (i.e pricing system, any complaints)

 → 

4   → 

5   → 

6   → 

7   → 

 



（他ドナー宛） 
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JAPAN INTERNATIONAL COOPERATION AGENCY 
(JICA) 

Plan Organization :  QUESTIONNAIRE / 
INFORMATION REQUIRED Ref. No:  

Issue Date:  
PROJECT NAME: 
The project formulation study for Power System Development 
Master Plan in Zambia 

 
Revision Date:  

No. Questionnaire / Information Required Reply Remarks 
 

－
5
0
－

 Strategy on Support for Power Development  

1 What is your strategy on power development support
other than rural electrification?  

 → 

2 Is there any possibility of co-financing in the sector 
with Japan? Which area is most feasible?  

 → 

3 How do you evaluate recent announcement by Minister 
of Finance in Zambia? (We understand Minister has 
less-prioritized rural electrification? 

 →also OPPPI 

4 How do you evaluate activities by emerging donors 
such as China and India and activities by private 
sectors in emerging countries? 

 →also OPPPI 

5 Is there any pipelined project which contributes to 
SAPP? 

 → also to MWED, 
ZESCO 

6   → 

7   → 
 

























 

－63－ 

４．面談議事録 

日時： 2008年２月26日（火）8：30～10:00 

相手国機関： MEWD & ZESCO 

場所： MEWD 会議室 

MEWD Mr. Benny Chundu（Director Planning） 
Mr. Clement Sasa（Acting Assistant Director, DOE） 
Mr. William Sinkala（Electrification Officer） 
Mr. Nkysywka Skomsa（Electrification Officer） 
Mr. Ilubala Kopano（Chief Engineer, ZESCO） 
Mr. Kennedy Mwanza（Principal Engineer, ZESCO） 

調査団 押山団長、実川団員、大嶋団員 

 

出席者 

 

JICAザンビア事務所 佐藤所員、Elizabeth Phiri所員 

協議内容 

あらかじめ提示しておいた質問票につきMEWDが用意した回答について意見交換した。 

１．電力開発全般 

１．１ ロードマップ並びに電化率達成目標については、いわゆるVision Statementとして公表し

たもので、具体策はまだない。今回M/P調査の成果等を基に政府内で検討するものである。

（MEWD） 

１．２ 電力開発マスタープランは’94年にフィンランドの支援で2015年を標年として作成したも

のが最新である。水力ポテンシャル調査も同時に行っている。本報告書全ては大部になる

ので、表紙・目次、サマリー等をコピーにて提供する。（ZESCO） 

１．３ 電気料金の改定については検討中である。詳細はERBにて確認されたい。コンタクトパー

ソンを後刻連絡する。（MEWD） 

１．４ 地形図・地質図並びに水文・気象データについては、提供する。観測所諸元等については、

ZESCOの気象部局にて確認されたい。コンタクトパーソンを後刻連絡する。（ZESCO） 

１．５ 系統接続の新規開発電源としては設備容量100MW以上としてよい。 

１．６ 民間参入に関しての規制は一切ない。詳細はOPPPIにて確認されたい。（MEWD） 

１．７ 鉱業セクターにおける将来需要予測はある。詳細はMMMD及びCECにて確認されたい。

（MEWD） 

１．８ SAPPとの連系に関しては、短期並びに中・長期プランをSAPP自体が有していて、各加盟

国の将来計画とは完全にリンクしている。（MEWD）⇒ 発言の端々にSAPPの重要な一員

であるとの自負が感じられた。 

１．９ その他、他ドナーへの質問項目に関して、財務大臣の地方電化に係る優先度の引き下げ発

言についてMr. Chundu（計画局長）より「政府見解としては、地方電化の重要性と優先度

にいささかの揺るぎもない」旨の発言あり。 ⇒ 財務大臣としては銀行系ドナー（特に世

銀）の融資実行条件が現実的に厳しすぎるとの判断から、先の発言となったものとの同局

長の大臣擁護の立場が示された。 

 

 



－64－ 

日時： 2008年２月27日（水）9：00～10:30 

相手国機関： World Bank, SIDA（Sweden） 

場所： JICA Zambia 会議室 

World Bank 
SIDA 

Mr. Benny Chundu（Director Planning） 
Mr. Henrik Riby（First Secretary, Private Sector Development） 

調査団 押山団長、実川団員、大嶋団員 

 

出席者 

 

JICAザンビア事務所 Elizabeth Phiri 所員 

協議内容 

あらかじめ提示しておいた質問票につき他ドナーと以下のとおり協議した。 

１．世銀の電力分野の援助について 

・地方および都市部の電化率向上を目的としたIncreased Access to Electricity Project（IAES）
を実施中。また、Regional ProgramとしてAPL-Southern Africa Programを計画中。ザンビアか

らタンザニア、ゆくゆくはケニアからエチオピアまでの送電網整備を目指している。 

・その他、対ザンビアのCASを作成中であるが、電力分野の協力の戦略はまだ検討中であり、

基本的には他のパートナーと開かれた形でこの分野を検討していきたい。 

２．SIDAの援助について 

・地方電化庁のキャパビルや地方電化基金へのグラント供与など、最近は地方電化に力を入れ

ている。 

・その他、もうすぐ終了予定のKafue Gorge水力発電所のリハビリ、同研修センターへの教育

機材供与、南部アフリカ出身の女性トレーナー候補者への奨学金の付与などを行っている。

・今後はZESCOのキャパビルへの支援を検討したい。 

３．財務大臣の地方電化軽視に対する発言について 

・はっきり言って当惑している。ただ、関係各省からは様々なメッセージが聞こえてくる。よ

って、同発言は政府としての統一見解とはいえないと考える。今後、政府としての統一見解

がどのように打ち出されるか見守っていきたい。（世銀） 

４．新興国（中国、インドなど）の援助について 

・相当程度の援助がエネルギー分野に行われていると思われるが、詳細は把握していない。中

国などは、民間も国の機関も一体となって支援を行っており、公的援助なのか、民間投資な

のかの判別がつきにくいことも同国の援助動向の把握を難しくしている。（世銀） 

・今後はドナーミーティングに参加して情報共有をしてもらえるよう、働きかけたい。（世銀）

５．電力開発マスタープランについて 

・電力不足を解消することは極めて重要なタスクだと思うので、JICAがマスタープラン作成

支援を行うことは歓迎したい。本プロ形成調査のFindingsも含め、本格調査の進捗・途中結

果についても逐次情報シェアしてほしい。（世銀、SIDA） 

 

 



－65－ 

日時： 2008年２月27日（水）11：00～11:30 

相手国機関： Energy Regulation Board（ERB） 

場所： ERB会議室 

ERB Mr. Silvester H. Hibajene（Executive Director） 
Mr. Mushiba Nyamazana, Ph.D（Director, Economic Regulation） 
Mr. Joseph M. Kapika（Office of the executive Director） 

調査団 押山団長、実川団員、大嶋団員 

 
出席者 
 

  

協議内容 

団長より来訪主旨を説明した後、あらかじめ提示しておいた質問票につきERBが用意した回答につ

いて意見交換を行った。 

１．電力料金改定 

１．１ ｢地方電化マスタープラン｣で調査済の新料金スケールについて確認 

（回答） 2007年12月より更に新しい料金体系を採用している。 

   月別使用量 

 0～100 kWh 
 101～400 kWh 
 400 kWh超 

 の３段階 ⇒ 詳細な料金表を提供していただいた。 

１．２ 今後の料金改定の予定について確認 

（回答） 

・当面2010年までの３年間で適正料金に近づける予定だが、ZESCO、REA等からの値上げ要

求と現実のギャップが大きすぎるのが悩みの種。 

・鉱業セクターに関しては、CECとZESCOとの間で長期供給契約があるので、ERBとしての

介入は困難。 

・他のユーザーに関しては、時間帯料金体系を適用する方向で交渉中。 
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日時： 2008年２月27日（水）14：30～15:15 

相手国機関： アフリカ開発銀行（AfDB） 

場所： AfDB会議室 

AfDB Mr. Themba Bhebhe, Country Program Officer 

調査団 押山団長、実川団員、大嶋団員 

 

出席者 

 

JICAザンビア事務所  

協議内容 

あらかじめ提示しておいた質問票につき以下のとおり協議した。 

１．AfDBの組織の動き 

・分権化の推進により、現在、25の現地事務所を開設し地域に機能を移しているところ。 

・ザンビアでは３つのプログラム（農業、交通‐カズングラ橋建設、地方電化）を実施してお

り、それぞれ他ドナーとの協調融資を実施している。 

・先日、本部より調査団が南部アフリカを訪問し、Regional Programとしてタンザニア、ザン

ビア、ケニアの送電網整備事業を候補案件に指定したところ（エチオピアまでの送電網の延

伸事業は今のところ検討していない）。その他、ザンビア、ボツワナ間の送電線整備事業も

検討中。 

２．マスタープラン作成支援後のザンビアにおける新規電源開発について 

・2008年～2010年を募集期間とする新しいFundをスタートする予定。エネルギー分野は重要

と考えるが、候補案件が定まっていないので、マスタープラン実施後（あるいは実施中）に、

日本側で候補案件を適切に選定すれば、それについて同Fundからの協調融資の可能性は十

分あり得る。 

 

 



－67－ 

日時： 2008年２月28日（木）16：00～17：00 

相手国機関： 鉱業開発省（MMMD） 

場所： 同省会議室 

MMMD Mr. Lennard Nkhata次官 

調査団 押山団長、実川団員 

 

出席者 

 
JICAザンビア事務所 佐藤所員 

協議内容 

あらかじめ提示しておいた質問票につき以下のとおり協議した。 

１．地形図の入手可能性について 

・50万分の１の地形図は存在しない。25万部の１の地図も一部の地域のみしかない。ただ、10

万分の１の地図であれば、ザンビア全土のうちの55パーセントに相当する地域のものが入手

可能。 

２．今後の鉱業セクターにおける電力需要に関する展望について 

・今後も資源鉱区の開発計画（Kariba Uranium, Lumwana Mine Uranium, Chongwe Copper and
Gold Prospects, Mkushi Copper Porjectなど）が目白押しであることから、電力需要は確実に

伸びる。 

・MMMDとしても電力確保に向け動きだしたところである。そのひとつの方策として、良質の

石炭で推定埋蔵量も100年近くある鉱区を持つが、政府の保有であるため生産性の低い

Manba石炭会社の株式を政府と民間の共同出資による持ち株会社であるZCCM Investment
Holdingsに譲渡（売却）した。今後、同社（Manba石炭会社）の株を民間投資家に開放する

予定である。この措置は、石炭鉱区を外資に開放することによって、IPPによる石炭火力発

電の推進を目指すものである。また、石炭鉱区内に混在するガスを除去する技術を導入して、

除去したガスを使って発電を行い、石炭鉱区の安全確保も同時にめざすプロジェクトも検討

している。 

・ウラニウム鉱区にフランスの原子力発電技術を導入し、鉱山開発への電力を供給することも

視野に入れている。 

・以上のような検討中の電力開発はナショナルグリッドにつなげる予定なので、鉱業セクター

のみならず、民生分野へも広く裨益するものと思われる。 

３．その他 

・従来民営化を促進するため、鉱山会社は他の産業に比べ安い電気料金を享受してきたが、電

力不足が深刻となり、今後新規電源開発を進める必要もあることから、鉱業セクターにおけ

る電気料金の改定（値上げ）にも着手したところである。 
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日時： 2008年２月29日（金）8：30～9:30 

相手国機関： Office for Promoting Private Power Investment（OPPPI), MEWD

場所： OPPPI会議室 

OPPPI Mr. Israel Phili（Manager） 

調査団 押山団長、実川団員、大嶋団員 

 

出席者 

 

JICAザンビア事務所 佐藤所員、Ms. Phili所員 

協議内容 

先日のプロ研調査団との協議事項の補足、確認を目的に以下のとおり協議した。 

１．Kafue Gorge Lower水力発電プロジェクト 

・IFCがF/Sのコンサルタントを選定中。今年４月の第一週に開始予定。F/S期間は10か月を予

定。 

・本案件実施にあたり、IFCとは24か月のコーディネーター契約を締結。F/S費用５Milion US
ドルのうち、IFCが３Million、１Millionがザンビア政府、残りをDeveloperが負担している。

本電源開発には、今後ZESCOも参入の可能性あり。 

２．Kalungwish水力発電プロジェクト 

・総事業費670MillionUSドル。2013年に運転開始予定。 

３．Kabonpo水力発電プロジェクト 

・Developer（F/S含む）が未だ確定せず。 

４．Manba火力発電プロジェクト 

・石炭鉱区を保有していた国有会社を売却。現在、鉱区の再開発および再開発を通じた電源開

発をパッケージとして民間デベロッパー（投資家）を募集中。石炭の品質はそれほど高くは

ないが、発電用には十分の品質である。 

５．Batoka水力発電プロジェクト 

・ザンビア、ジンバブエの地域機関であるザンベジAuthorityが管轄のエリア。1993年にF/Sが
行われているが、調査のUpグレードが求められる。総事業費は２～３billionと試算。 

６．Itezi-tezi水力発電プロジェクト 

・インドのTaTa社が落札。 

７．その他検討段階のもの 

・Zambia-Malawi-Mozambique間の送電網設置事業。 

・Livingstone-Namibia国境沿いまで220KV送電網整備事業。 

・ザンビア政府は電源開発を民間資本主体で行うつもりではなく、公的資金による開発とのバ

ランスを取っていく予定。最近は民間資金による開発は入札手順等が複雑になり、開発に時

間がかかってしまい、その意味で公的資金によるもののほうが、開発期間が短い。他方、公

的資金は様々なガイドラインなどの順守事項が多い。民間資本、公的資金双方のバランスを

取ってケースバイケースで開発を実施していく予定。 

※帰り際に、最新のポリシーペーパーである“Frame Work and Package of Incentives for private
participation in Hydropower and Transmission Lines Development”を入手。 
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日時： 2008年３月６日（木）9：00～10:00 

相手国機関： Eskom Enterprises 

場所： Eskom社会議室 

Eskom Mr. Matshela Koko, Power Plant Engineering Manager 

調査団 押山団長、実川団員 

 
出席者 
 

 日立SA岡田社長同席 

協議内容 

資料（訪問目的）を基にJICAの概要を説明し、以下のとおり先方と意見交換。 

１．Eskomの抱える問題について 

・短期的には古い発電施設（30年以上経過した石炭火力発電所）のリハビリと維持管理が課題。

・長期的には既存施設および新規施設の安全・技術基準を策定し、維持管理を継続していく体

制を築くことが求められる。 

・これらの問題に対応していくための技術を習得するためには技術研修制度構築のニーズが高

い。 

２．日本招聘プログラムについて 

・今回提案のプログラムについては非常に興味があり、ぜひ自分自身も参加したいと考えている。

・参加者の最終決定は上司にゆだねることになるが、自分が今後の連絡の窓口になりたい。 

・提案されている項目のほかに、最適なProject appraisal及びProject Execution（新規発電プロ

ジェクトの計画段階から運開までの建設施工管理）を学びたい。また、省エネについても多

いに関心がある。 

・（本プログラムがザンビアのZESCOにもオファーされていることを了解の上で）マネージャ

ークラスであれば、Eskomからは５名程度参加すれば充分。むしろSAPP諸国に広げすぎな

いほうがいいだろう。 

・開始時期は７月頃が都合よく、期間は２週間程度が適当。 

３．日本研修の実施までのスケジュール他 

・日本研修に係る詳細情報（本プロポーザルはドラフト段階であると思われるため）を追って

送ってほしい。また、JICAについても詳しく知りたい。 

→了解。 

（同日午後、Eskomの同氏オフィスにJICA年報、JICA南ア事務所パンフレットなどを手交し

た） 
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日時： 2008年３月６日（木）10：00～11:00 

相手国機関： 日立SA 

場所： 日立SA社会議室 

日立SA 岡田General Manager 

調査団 押山団長、実川団員 

 

出席者 

 

  

協議内容 

１．南アの電力事情について 

・現在南アの総電力供給量は約4,000MWであるが、2025年までにさらに4,000MWを増設予定。

新規4,000MWのうち、半分は石炭を中心とした火力、残り半分は水力・原子力の増設で対

応とEskomより聞いている。 

２．今年の南アの電力危機について 

・石炭が長雨にさらされて燃焼効率が低下したほか、世界的な石炭需給の逼迫による石炭の国

際価格の上昇により、石炭の転売が進み、電力会社（発電所）が石炭の確保ができなかった

ことが主原因。 

３．日立の南アでの事業 

・昨年から今年にかけ、Eskomから相次いで二箇所の新規発電所（MedupiおよびBravo）のボ

イラー設備を受注した（800MW×６基×２セット、6000億円強）。今後も新規発電所への機

材納入を検討しており、特に今後需要が見込まれるガスタービン施設の受注を増やしたい。

・原子力分野については南ア側が日立の方式とは別のものを採用したため、原子力商戦か

らは撤退。日本勢では東芝、三菱重工のみがセールスを展開している。 

４．JICAへの期待 

・Eskomからのボイラー施設の受注の条件として、ワーカー1,400人のトレーニングが課せら

れている。（トレーニング経費は入札額に計上）。運転開始までに国家資格を取得するまでト

レーニングを実施することが義務づけられている。ドイツ系のプラントメーカーであるスタ

インミラー社を買収し、今後同社とともにトレーニングを実施していく予定だが、日立の機

材が入ったので日立色を出したい。 

・たとえば、日立の技術者（OB含む）を派遣して、義務付けられている1,400人のワーカー以

外にも訓練を施したい。技術者派遣に係る必要経費の支弁の協力をJICAに依頼したい。 

・近く、本社にて国際協力を担当している者がいるので、一度JICAと協議の場を持ちたい。 
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日時： 2008年３月７日（金）9：00～10:00 

相手国機関： International Finance Corporation（IFC） 

場所： IFC会議室 

Eskom Mr. Emmanuel B. Nyirinkindi, Senior Investment Officer 

調査団 押山団長、実川団員 

 

出席者 

 

  

協議内容 

資料を基に訪問目的を説明。Kafue Gorge Lower の水力発電所案件の進捗について以下のとおり

ヒアリングを実施。 

・同案件は民間投資を中心にファイナンスしたいという先方政府の意向から、2007年６月にザンビ

ア政府よりアドバイザリーサービスコントラクトをIFCが受注した。2007年11月にF/Sを実施すべ

く、公示を開始。先日F/S実施業者が内定し、現在契約交渉中。４月よりF/Sがスタートする予定。

F/S自体は12ヶ月の予定。 

・発電ポテンシャルは750MW相当とザンビア政府は想定しているが、F/Sを実施してみないと正確

なポテンシャルはわからない。 

・必要資金も１billion US$くらいと想定されているが、これもF/S実施後でないと正確な金額はわ

からない。 

・金額は大きくなるので、複数の機関との協調融資体制を取ることが想定され、その意味で民間か

らのみの出資だけではなく、公的資金による支援も期待したい。 

・F/Sの費用の一部負担は、IFCのほか、複数のドナーで出資しているバスケットFundである

「DEBCO」によって支出している。 

・その他、IFCとしては今後ザンビアの地方電化への協力を検討しており、JICAが実施している地

方電化マスタープランに関心があるので関連資料を送付してほしい。 

→追って地方電化マスタープラン報告書を送付する。 

 



 

 

５．視察報告 
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＜現地視察報告（Kafue Gorge 発電所）＞ 
 
1. 視察日時 

平成２０年２月２８日（木） 
2. 参加者 

調査団 ； 押山団長、実川団員、大嶋団員 
JICA ザンビア事務所 ； 佐藤所員、Elizabeth Phili 所員 
先方機関 ； Mr. Raphael Mbira（ZESCO Hydrologist） 
Kafue 発電所 ； 副所長 Mr. Samuel Shinkala（Chief Operation Engineer） 
 

3. 視察内容 
(1) 発電所 

・ 建設期間 ： 第１期；1968～1972（１～４号機）、第２期；1974～1976（５～６号機） 
・ 管理棟 ： 縦型水車をイメージしたデザインになっている。 
・ 貯水池 ： Kafue 湖 
・ ダム ： Kafue ダム（As フェイシングロックフィルダム） 
・ インクライン ： 延長１km 
・ 導水方式 ： ダム湖右岸に設けた取水ゲートより地下導水路により 10km を導水し、 

ペンストックにて地下 500m に設置した水車に導水。 
・ 総落差 ：  400m 
・ 有効落差 ： 387m 

（発電機室） 地下 500m に建設され、基盤は片麻岩である。 
・ タービン ： SWECO 製縦型フランシス水車 150MW×６基（２基リハビリ中、稼動中は 

１～４号機） 
・ 発電機 ： ALSTOM（仏）製、330v／375rpm 
・ ガバナー ： KVAERNER（ノルウェー）製、electro-hydraulic タイプ 
・ 開閉器 ： 破損した１基を現在交換中（2008 年６～７月に完了の見込み） 
・ 変圧器 ： イタリア製を BHARAT（インド）製、オイルクーリング方式単相に交換中 

変圧器１台が発電機２台を受け持つ。二次側のケーブルブッシングと 
接続ケーブルの容量が不足しているため、リハビリ後の最大発電出力 
（各タービン 180MW）を出力できない。 

・ 制御ユニット ： ABB（スウェーデン）製 
・ 課題 ： 保守管理は比較的良好であるが、施設全体の老朽化が進行している。 

変圧器の出力を３相としたいが、更新のためのスペースが確保できないた

め、やむを得ないとのことであった。 
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(2) トレーニングセンター 
・ 運営は独自に行っているが、一部ドナー（SIDA 他）からの支援に頼っている部分があるの

で、これを完全独立採算化したい。将来的には、コンベンションセンターとしての機能を強

化するべく改善中。 
・ 電力関連技術コースから事務管理コースに亘る最大６コースを同時に実施できる。維持管

理のための部品製作等の技能を習得するコース（工作室と工作機材）もあり、その他、

Kafue 発電所を模した水力学実験室、コンピュータシミュレーション室、エネルギー変換の

原理と送電効率の概念を体得するパワーラボ、油圧ガバナーや油圧バルブの動作原理

を体得するプロセスラボ、制御パネルシミュレータ（１基）、モニタリングシミュレータ（１基）

等、充実した設備内容となっている。参加費は宿泊・食事費込みで USD2,000～3,000 と

高額であるが、視察当日も農業省のセミナーも並行して開催されていることもあり、全体で

100 名前後の研修生で賑わっていた。 
・ 水理学的要因による事故の事例と発生原因を視覚化した実験設備を設置し、事故の予防

と事故発生時の対処方法などについても体験できるようになれば、さらに充実した研修の

実施が期待できる。 
(3) Kafue ダム 

取水ゲートとダム本体を視察した。 
・ 前述のように、As フェイシングロックフィルダムである。視察時は直近の降雨により貯水池

水位が急激に上昇したことから、ゲート２門により緊急放流を行っていた。（添付写真参

照） 
・ 余水吐きゲートは４門を装備し、余水吐きの能力は各ゲート 1,000 ㎥/s、計 4,000 ㎥/s であ

る。 
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＜現地視察報告（Kariba 北発電所）＞ 
 
1. 視察日時 

平成２０年２月２９日（金） 
2. 参加者 

調査団 ； 押山団長, 実川団員, 大嶋団員 
JICA ザンビア事務所 ； 佐藤所員 
先方機関 ； Mr. Raphael Mbira（ZESCO Hydrologist） 
Kariba 発電所 ； 副所長 Mr. Linus K. Chanda（Senor Operations Engineer） 
 

3. 視察内容 
(1) 発電所（ベース負荷を分担） 

・ 建設過程 ： 第１期；（ダム本体）、第２期；（Zimbabwe、南発電所）、第３期；（Zambia、 
 北発電所）を経て、1976 年運開。当初設備容量は南発電所が 150MW 
 ×４基で計 660MW。北発電所が 150MW×４基で計 600MW。 
・ 貯水池 ：  Kariba 湖（常時満水容量 1,800 億㎥、うち発電容量 640 億㎥） 
・ ダム ：  Kariba ダム（鉛直軸コンクリートアーチダムで、右岸側が Zimbabwe、 
 左岸側が Zambia に属する） 
・ 導水方式 ：  ダム湖左岸に設けた取水ゲートより隣接地下発電所に４条の管路で 
 各水車に導水。現在、追加の２条を現行取水ゲートの直上流地点にて 
 の取水で計画中。 
・ 総落差 ：  400m 
・ 有効落差 ：  92m 

（発電機室） 地下 100m 前後に建設され、基盤は不明（管理事務所周辺の状況から 
 橄欖岩系の火成岩と思われる）。発電機室のスペースは Kafue P/S に 
 比して余裕があるように見受けられた。隣接して 150MW×２基を計画中。 
・ タービン ：  Voest Alpine（オーストリア）製縦型フランシス水車 155MW×４基のうち 
 ２基リハビリ中。ALSTOM 製 180MW にアップグレード済の１、２号機が 
 稼動中。150MW×２基の増設を計画中。 
・ 発電機 ： Rade Koncar（ユーゴスラビア）製、同期式 18kV／136.4rpm、50Hz。 
 ２基リハビリ中、リハビリ済の１、２号機が稼動中。150MVA×２基の増設 
 を計画中。 
・ ガバナー ： electro-hydraulic タイプ 
・ 変圧器 ： 167KVA×４基のうち２基は 180KVA にアップグレード済。 

現在残りの２基を順次交換中。 
・ 課 題 ： 保守管理は良好。施設全体の老朽化が進行しているが、逐次更新を 
 行っているため、運用に重大な支障は来たしていない。 
 監視システムの近代化が望ましい。 

(2) Kariba ダム 
取水ゲートとダム本体を視察した。 

・ 前述の様に、鉛直軸コンクリートアーチダムである。（添付写真参照） 
・ 放流ゲートは提体中央部に６門を装備し、常時満水位での放流能力は１門 1,547 ㎥/s、 

計 9,282 ㎥/s である。（添付写真参照） 



 －77－

 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
       
 
 
        






	表紙
	地図
	写真
	略語表
	目次
	第１章　調査の概要
	１－１ 調査の背景
	１－２ 調査の目的
	１－３ 調査団員
	１－４ 調査日程
	１－５ 対処方針

	第２章　協議結果の概要
	２－１ 主な協議結果
	２－２ 調査団長所感

	第３章　「ザ」国電力セクター基本情報
	３－１ 社会経済状況
	３－２ 電力需給体制
	３－３ 送変電設備状況
	３－４ 電力価格体系
	３－５ 国際送電網

	第４章　「ザ」国電力開発計画と関連政策
	４－１ 新規電源開発計画
	４－２ 新規送配電網延伸計画
	４－３ 国際電力融通計画
	４－４ 民間投資促進策

	第５章　他ドナーの協力状況

援
	５－１ 他ドナーによる電力セクターへの協力概要

	第６章　期待される本格調査の概要
	６－１ 調査目的
	６－２ 調査内容・項目
	６－３ 本格調査実施時における留意点

	付属資料
	１．要請書
	２．質問票
	３．合意したM/M
	４．面談議事録
	５．視察報告
	６．収集資料リスト




